
１. 放送負担金の導入で，何が変わったのか
１－１　徴収根拠の見直し　

１－２　放送負担金の料金体系

２. 徴収機関は，どう変わったのか
２－１　負担金サービスへの移行

２－２　徴収経費の削減

２－３　住民基本台帳で徴収漏れ対策

２－４　個人情報の保護

３. 放送負担金を支払う側の反応

４. 今後の論点
４－１　制度の見直し

４－２　料額の変更

５. おわりに

 １．放送負担金の導入で，
　　 何が変わったのか

１－１　徴収根拠の見直し
ドイツでは，放送と通信の融合時代に見合っ

た受信料制度について検討する中で，受信機
の有無を徴収の拠り所にしていては，早晩，
制度が行き詰まるという危機感が，公共放送
機関だけでなく，各州の放送行政当局からも
高まったことが，放送負担金制度を導入した背
景にある。放送負担金制度を定めた州間協定
は，2010年に，すべての州の間で締結され，
制度変更が決まった。　　

簡素化されたわかりやすい制度と公平性を担
保するため，理論武装の拠り所とされたのが，

ドイツの放送負担金制度導入から1 年
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「各住居から負担金１件分」を謳い文句に，ドイツで，これまでの放送受信料にかわって放送負担金が導入され
たのは2013年1月。パソコンやスマートフォンなどを使ったテレビ視聴が急増する中で，受信機の有無を徴収の拠
り所にしていた旧来の制度では，徴収対象の機器が多岐にわたることから，徴収のあり方を，根本から見直さざ
るを得なくなった。その結果，受信機の有無にかかわらず，全世帯から一律で放送負担金を徴収することになった。
徴収当局に求められたのは，徴収コストの削減と，放送負担金の不払いによる徴収漏れの解消だった。制度の導
入から１年が経ったが，制度移行は，おおむね順調に進んでいるようだ。ただ，いくつかの課題も明らかになり，
今後，一部の制度改正が行われる見通しだ。



公共放送機関の委託で執筆されたハイデルベ
ルク大学のパウル・キルヒホフ教授（当時）の
鑑定書であった 1）。

鑑定書は，まず，これまでの受信料制度の
問題点について，受信機の設置を支払い義務
の出発点にしているがために，多くの人，とく
に若い世代のあいだで受信料支払いの意識が
薄れ，違法状態でいることに慣れ，不公平な
状態が生まれている2）と指摘している。

そして，不公平を解消するために公共放送
が徴収対策を強化することを要求されても，そ
れが市民の反発を招くことになり，受信料は，
受信者を納得させる説得力や一般的な信頼
性，そして確実な執行性も失いつつある 3）と指
摘し，簡素でわかりやすく，公平さを担保する
徴収根拠を考える必要性を説いている。

この鑑定書の基本的な理念をたたき台にし
て検討が行われた結果，個人の利用の度合い
に関係なく，誰でもあまねく利用できる情報源
にアクセスできるという利益に対して支払われ
る公共放送の財源として，放送負担金というモ
デルがふさわしいとして採用された。

放送負担金制度を定めた第15次放送改正
州間協定の制定理由を述べた文書には，次の
ような記述がある。
「新しい（放送財源の）モデルの練り上げら

れた枠組みは，とりわけ以下の諸要求の充足
を目指した。すなわち，費用負担の公平性，
放送資金調達に対する私的領域および非私的
領域 4）の負担，支払い義務の準拠点としての
受信機設置からの離脱，社会的公正，国家
からの自由，低い行政上のコスト，社会全体
の受容の改善を目的とした放送基本法，財政
基本法，データ保護法および欧州法上の基準
の遵守，である」5）

この州間協定は，各州議会の批准を経て，
2013年1月1日に発効し，同日から新しい制度
による放送負担金の徴収が始まった。

１－２　放送負担金の料金体系
新しい放送負担金制度と，これまでの放送

受信料制度の違いは，どこにあるのか。以下
にまとめる。
●従来の放送受信料制度 6）

私的領域（住居）

・基本料金のラジオ受信料とテレビ受信料があ
り，受信機の所有者に受信料の支払い義務
が生じる。

・パソコンの所有者にも，他の受信機がない場
合は，ラジオ受信料と同額の支払い義務が
生じる（2007 年 1 月～）。

・同一世帯にある 2 台目以降の受信機や，配
偶者と被扶養者が所有する受信機は対象外。

非私的領域（事業所）

・すべての受信機に放送受信料の支払い義務
が生じる。ホテルの客室や営利目的の保養所
の客室は，2 台目の受信機から支払い義務が
生じる。ただし，客室が 50 室以下の場合は，
受信料額が 50％，50 室以上の場合は 75％
になる。

・パソコンは，他の受信機がない場合，ラジ
オ受信料と同額を支払う（2007 年 1 月～）が，
事業所にあるパソコンは，１台目のみ徴収対
象となる。
●新しい放送負担金制度

私的領域（住居）

・ 一般世帯については，受信機の有無にかか
わらず，「住居」ごとの徴収とする。居住者数
にかかわりなく住居ごとに放送負担金１件の
支払い義務が生じる。同じ住居内にルーム
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シェアしている場合は，１件分を支払えばよ
い。

・ラジオ，テレビ，パソコンなど受信機の種類
に応じた料金の区別はなくなり，従来のテレ
ビ受信料と同じ料額に一本化された。

非私的領域（事業所）

・すべての事業所に従業員数に応じて，10 段
階の支払い額が設定された（表を参照）。従
業員 8 人以下の事業所は，放送負担金 1 件
の 3 分の 1 の額，9 人以上 19 人までは 1 件
分と，中小企業の負担が軽減されている。こ
れに対して，従業員 2 万人以上の事業所の
場合は，年額 3 万 8,836.8 ユーロ（約 540 万
円）の負担となる。

・事業所は，業務用車両の台数に応じて，設
置されているラジオなどの有無にかかわりな
く，1 台あたり負担金 1 件の 3 分の 1を支払
う義務がある（１台目は免除される）。たとえ
ば 100 台の業務用車両を所有する事業所の
場合，放送負担金は年額 7,120.08 ユーロ（約
99 万円）となる。

・ホテルの客室や営利目的の保養施設の客室
は，2 部屋目から放送負担金 1 件の 3 分の 1
の支払い義務が生じる。

このほか私的領域の免除規定については，
生活保護や失業保険の受給者など，多くの部
分で従来の制度を引き継いだが，視覚と聴覚の
どちらかに重い障害のある人は，これまでの全
額免除から放送負担金1件の3分の1の支払い
義務が生じることになった。公共放送が，手話
サービスや音声解説のサービスを強化するため
とされた。

 ２．徴収機関は，どう変わったのか

２－１　負担金サービスへの移行
放送負担金の徴収業務は，これまで放送

受信料を徴収していたGEZ（受信料徴収セン
ター）から，2012年11月，「ARD ZDF ドイ
チュラントラジオ負担金サービス」（以下，負担
金サービスと略す）と名称が変わり，業務が
引き継がれた。もともとGEZは，公共放送が
1973 年に設立した，公共放送機関の内部組
織である。

負担金サービスへの移行に伴って，効率的
な業務改革を推し進める一方で，従来方式か
らの変更を最小限にとどめるよう配慮された。
ほとんどの部署は，GEZ時代の組織を引き継
いでいる。

全国から徴収された放送負担金は，いっ
たん負担金サービス本部の口座に納められ，
割り当て額に応じて，公共放送機関（ARD，
ZDF，ドイチュラントラジオ）と商業放送の規
制監督機関である州メディア監督機関に配分さ
れるシステムになっている。

２－２　徴収経費の削減
負担金サービスへの移行に伴って，業務改

善の柱に据えたのは，徴収機関の委託訪問を

従業員数 負担金の料額

0 〜 8 1/3

9 〜 19 1 件分

20 〜 49 2 件分

50 〜 249 5 件分

250 〜 499 10 件分

500 〜 999 20 件分

1,000 〜 4,999 40 件分

5,000 〜 9,999 80 件分

10,000 〜 19,999 120 件分

20,000 以上 180 件分

表　事業所の10 段階の放送負担金
1 件分は年額 215.76 ユーロ（約 3 万円）
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廃止するなど経費の削減を進め，効率化を図
ることである。

負担金サービスは，ケルン市にある本部の
ほかに，全国の7つの州放送協会の敷地内に
事務所がある。徴収に関連した業務を行って
いるのは，州放送協会の職員で，人件費は，
職員が所属している州放送協会から直接経費
として支出されている。

GEZ時 代の2011年2月には，1,000人を超
える職員がいた。制度移行に伴う臨時雇用で，
一時的に職員数と経費は，ともに増大するが，
2016年2月に930人体制（2011年2月から13％
減）となる予定である。

人件費の大幅な削減につながるのが，委託
訪問の廃止だ。GEZ時代は，委託訪問員が
戸別訪問をして，テレビやラジオの受信機の有
無を調査していた。委託訪問の業務はプライバ
シーの侵害だとの声も強く，負担金サービスへ
の移行にあわせて，委託訪問は廃止され，訪
問員は全員解雇された。

GEZ時代の年間予算規模（2011年度）は1
億6,000万ユーロ（約220 億円）だった。負担
金サービスは，2016 年までに年間経費を20％
削減することを表明しているが，その大半が，
委託訪問の廃止に伴う人件費削減の効果だと

している。コールセンターなどの視聴者サービ
ス部門も，人員削減の対象となった。

２－３　住民基本台帳で徴収漏れ対策
放送負担金制度への変更を後押しした要因

の一つに，不払いの問題がある。近年，首都
ベルリン，ミュンヘン，フランクフルトなどの大
都市圏などで，若い世代を中心に支払いを拒
む視聴者が増え，徴収の公平性を求めるメディ
ア報道も見られる。

公平負担の原則を堅持し，不払い世帯をな
くすため，地方自治体が管理する住民基本台
帳の全員の個人データを使うことになった。

住民基本台帳のデータを利用し，登録され
ている加入者データと照合することで徴収漏れ
を防ぐことが目的である。

その結果，2013年3月現在で，18歳以上の
全員の住民登録データと，負担金サービスの
加入者リストとを照合させることになった。

7,000万件に及ぶ住民登録データは，2013
年3月から2014年9月にかけて，4回に分けて
負担金サービスのコンピューターに送られる。
すでに登録されている加入者データ（約4,200
万件）と照合し，未登録者をリストアップする。
未登録者の住居にダイレクトメールを送って契
約を促したり，契約内容を変更したりする手続
きが終了するのは，2015年3月になると負担金
サービスでは説明している。2014年１月現在，
システム上のトラブルなどは報告されていない。

加入者のうち，ルームシェアをしたり，同じ
世帯で生計を異にしている人など，今後，支払
いの必要がなくなる人は，負担金サービスによ
ると，当初予想の150万人か，それを少し上回
る程度になると推定されている。これらの加入
者については，2014年の末までに自主的に申し

負担金サービスのデータ管理センター
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出れば，すでに支払った分について返還を受
けることができる。登録の抹消手続きについて
は，インターネットのサイトなどで周知している
が，PR不足を指摘する声も多く寄せられている。

２－４　個人情報の保護
住民基本台帳からのデータの使用は，個人

情報保護の観点から，今回のみの特例とし，
各州政府も了承した。

GEZ時代は，必要に応じて個人データを民
間の名簿業者から購入していたが，住民基本
台帳から放送負担金の徴収に必要なすべての
個人データを得ることになり，民間業者から
の個人データの購入は，いったん取りやめた。
これも経費の削減効果につながる。今後，民
間の会社などからデータの購入を再開するかど
うかは，まだ決定していないと，負担金サー
ビスでは説明している。

住民基本台帳から送られる個人データの扱
いをめぐっては，個人情報保護の立場から，
幾重ものデータ保護対策が講じられた。
・データ管理業務は，すべて正規の職員が行い，

アウトソーシングはしない。
・データの流出を防ぐため，ペーパーレス化を

推し進め，個人情報を含むすべての書類は，
5 日以内に負担金サービスの施設内でシュ
レッダー処理される。

・これまでは，全国各地のコールセンターで，
ほぼすべての個人や法人のデータを閲覧でき
たが，全データの閲覧権限を，本部のみに限
定した。

 ３．放送負担金を支払う側の反応

放送受信料から放送負担金への変更を，一

般市民はどのように受け止めているのか。加入
者の9割を占める世帯レベルでは，小規模な
反対の動きは見られるが，規模の大きな集会
や広汎な反対運動は見られない。放送負担金
の料額（1件＝月額17.98ユーロ／約2,500円）
が，放送負担金制度に移行する直前のテレビ
受信料と同額に据え置かれたため，一般市民
の関心が低かったとも指摘されている。

これに対して，企業からは，新しい制度への
変更以前から，苦情や不満が寄せられている。
・このうち，全国に 1,800 店舗以上をチェーン

展開するドラッグストア大手のロスマン社が，
法人としては初めて，2013 年 1 月，バイエル
ン州憲法裁判所に，放送負担金制度は違憲
だとして訴訟を起こした。
　訴えによると，放送負担金制度では，少な
くとも年額 20 万ユーロ（約 2,800 万円）の放
送負担金を支払わなくてはならず，従来の制
度の約 4 万ユーロより，負担が 5 倍に増え，
会社の「平等権」7）が侵害されると主張してい
る 8）。

・また，ドイツ最大手のレンタカー会社 Sixt が，
放送負担金は税法上の根拠がないとして，
ミュンヘンの行政裁判所に提訴した（提訴を
公表したのは 2013 年 10 月）。
　新制度では，事業所が使う業務用車両の
台数に応じて，2 台目からは放送負担金の 3
分の１を支払うことになっているが，制度上，
台数の上限が設けられていないことが，訴え
の背景にあった。
　Sixt は世界 110 か国で事業展開をしてお
り，ドイツ国内だけでも数百の事業所に 4
万台のレンタカーを所有している。訴えによ
ると，2013 年度の Sixt の負担増は 300 万
ユーロ（約 4 億 2,000 万円）を上まわる見通
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しだとしている。
　会見で Sixt の社長は，「数百に及ぶ営業所
には，ラジオもテレビもないところもあり，こ
れまでは受信料の対象になっていなかった営
業所についても，新たに放送負担金の支払
い義務が生じることになり，“途方もない”制
度は，法律に則って再点検すべきだ」9）と主
張している。
いずれの訴訟も，裁判の結果はまだ確定し

ていない。新しい制度は，世帯からの徴収に
ついては，見直しの声は大きくない。一方で，
事業所からの徴収については，制度の見直し
を求める声が高まっているようだ。

 ４．今後の論点

４－１　制度の見直し
放送負担金制度については，2014 年に制度

改革の再点検が行われることが決まっており，
州首相らが放送行政について話し合う放送委
員会などで検討作業が進められている。

いまのところ，世帯からの徴収については，
大きな見直しはないと見られている。これに対
し，事業所についての改正論議のポイントは，
以下のようなものである。
・事業所の数が多い企業や，所有する業務用

車両の台数が多い企業の場合，放送負担金
の徴収額の上限を設けて支払いを軽減する
措置が必要か

・雇用者を，フルタイムもパートタイムも同様に
扱っている現行制度の見直しが必要か

・従業員数に応じて 10 段階に区分けされた事
業所の料額の段階について見直す必要があ
るか
公法やメディア法が専門のケルン大学のハ

イン教授は，取
材 に 応じ，「 新
しい放送負担金
制度が，企業に
対して平等かど
うかという議論
は，今後も続く
とは思うが，制
度の見直しは，
テクニカルなも
のが中心で，大
規模な修正は必要ない」と話した。

そのうえでハイン教授は，新しい制度におけ
る公共放送機関のあり方についてふれた。教授
は，「商業放送との競争が激化するいま，新制
度の下で公共放送により一層求められるのは，
質の高い放送を提供することで，財源の支出が
公共サービスとして正当化できるものだという
認識を，公共放送側が持つことだ。（従来の受
信料制度から）新しい制度に変わっても，公共
放送のブランドとアイデンティティーを守ってい
く基軸がぶれてはならない」と述べた。

４－２　料額の変更
2013年の末，放送負担金の料額の変更に

関する2つの動きが，各メディアで大きく取り上
げられた。

まず10月，公共放送が，2013年度の放送
負担金の収入見通しを初めて公表した 10）。前
年度より8,000万ユーロ（約110 億円）多い75
億7,000万ユーロ（約1兆500 億円）となり，約
1％増の見通しだとしている。

2か月後の12月には，KEF（公共放送の財
源需要審査委員会）が，各州に対し，2015年
1月から放送負担金を月額73セント値下げする

ハイン教授
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よう勧告した 11）。KEFは，放送負担金の額を
決める際に，政治的な圧力を排除するために
設置された独立機関で，放送負担金の値上げ，
もしくは値下げの必要性や料額などについて州
政府に答申を出す立場にある。

KEFによると，現行の料額による2013 ～ 16
年の4年間の放送負担金の収入見込みは308
億ユーロ（約4兆3,000 億円）で，2013年4月に
公共放送側がKEFに財源の需要申請を行った
際の収入額を11億4,590万ユーロ（約1,600 億
円）上まわるとしている。値下げされれば，放
送受信料制度が始まって以来，初めてとなる。

放送受信料の収入は，2009年1月に受信料
が値上げされた際には，2009年度は前年度と
比べて増加となったが，その後，再び減少に
転じ，2012年まで3年連続の減少だった。放
送負担金が増収見込みであることについて，
公共放送では，新しい制度が，とりあえず軌
道に乗ったと歓迎している。

新しい制度への変更にあたっては，公共放
送の収入は必要以上に増減しないことが条件と
され，需要を上まわる収入，あるいは需要を下
まわる収入となった場合には，料額の見直しを
行うことになっている。

KEFは，2014 年1月中旬から，放送負担
金の料額の改定について，州政府や公共放送
機関と意見交換を始めている。料額の変更を
含めて，放送負担金制度の改正は，州政府が
決定し，州議会での批准を経て発効する。

 ５．おわりに

ドイツのメディアを俯瞰してみると，市民の
多くが興味を寄せているのは，公共放送の財
源問題が，政治とは完全に切り離されたとこ

ろで議論が尽くされているかどうかという点で
ある。かつてナチスの台頭を許した反省から，
ドイツ国民は，自分たちが決めたこと（法律）
は自分たちが守るという意識が，極めて高い
と言われる。一方で，なにかにつけて公平性

（Gerechtigkeit）という概念を持ち出して権利
を主張するのが常でもある。すべての国民が，
なんらかの形でかかわる放送負担金が，制度
として国民の間に定着するには，ある程度の
時間がかかろう。

    （くまがい ひろし）
注：
1） Paul Kirchhof, Gutachten über die Finanzierung 

des öffentlich-rechtlichen Rundfunks, 2010 
http://www.ard.de/download/398406/index.
pdf より入手可能
以下の鑑定書の翻訳部分（2 および 3）は，杉
内有介「始まったドイツの新受信料制度」『放
送研究と調査』2013 年 3 月号（P.18 ～）を参照

2）Kirchhof,  S.12
3）Kirchhof,  S.14
4）私的領域は「住居」，非私的領域は「事業所」

を指す。
5）制定理由は，以下のサイトから入手可能

http://www.rathaus.bremen.de/sixcms/media.
php/13/begrndung_15_RSTVeng1.pdf
翻訳は，NHK 放送文化研究所の調査リポートを
使用（邦訳は成城大学法学部の西土彰一郎准教
授に依頼した）なお，第 15 次放送改正州間協
定の本文は以下のサイトから入手可能 
http://www.rundfunkbeitrag.de/e1645/e2447/
Fuenfzehnter_Rundfunkaenderungsstaatsvert
rag.pdf

6）2012 年 12 月 31 日で廃止された放送受信料
制度は，第 12 次放送改正州間協定に基づい
ている。

7）平等権（Gleichheitsgebot）の定義は，バイエ
ルン州憲法の第 101 条と 118 条で謳われた，法
の前ですべての人間は自由であり，平等である
という条文を指す。

8）南ドイツ新聞2013年1月10日付（インターネッ
ト版）より

9）http://www.t-online.de "Sixt reicht Klage 
gegen Rundfunkbeitrag ein" 2013 年 10 月 6 日
付より

10）ARD の公式発表は，以下のサイト
http://www.ard.de/home/intern/presse/
p re s s ea r ch i v /Er s t e _Schae t zung_zu_
Ertraegen_b es taet ig t_Erwartungen/
404630/index.html

11）KEF は，その後，2014 年 2 月26日に最終的な勧
告を出した。勧告の本文は以下のサイト
http://www.kef-online.de/inhalte/bericht19/
kef_19bericht.pdf
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